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特集 地域活性化のための新たな仕組み

地域活性化とふるさと鯖税
～北満道上士幌町と北海道東JIIIBJの事例から～

昭和女子大学グローパルピジネス学部准教授 ｛呆fB 陰iB}j 

～要旨～

ふるさと納税が地域活性化に与える影響について、 2つの自治体のfJi例を調在した。結果、ふるさ

と納税には地域経済への波及効果が{r:在し、特に滑在的な扉用増の効果が見て取れること、また、ふ

るさと納税を通じて自治体に納税をする個人は、それら自治体とのリアルな結ぴつきや繋がり、そし

てそのn治体を訪問したいという欲求を抱えていることがわかった。ふるさと納税については、その

ぉヤLの品の豪華さやお得度合いが紹介されることが多く、自治体側もお礼の品を何にするかという点

に頭を悩ませることが多いが、ふるさと納税者との長期的な関係を維持しようとするならば、交流政

策の導人、リアルな接点の創出が・q(要であることが今皿の調査から示唆される。

1 はじめに

ふるさと納税は、我々消費者が自らが希沼す

る都道府県や,fj区町村に寄付を行う制樅である。

通常の祢=1寸と同様、寄付金控除の対象となるた

め、奇付金のうち2,000円を超える部分は税金の

控除や還付という形で戻ってくる。ただし、こ

の税金メリットを享受できるのは、ふるさと納

税による符付金総額が住民税の 2 割 ('I~成26年

までは 1割）を超えない部分までである。そし

て、ふるさと納税を議論する上で非常にif(要と

なるポイントは、多くの自治体でふるさと納税

をしてくれた人に対してお礼の特産品等の送付

をしていることである。自治体が地元(})~i~や

的に一般消費者が2.000円の負担で各地の特産

品を大幅なデイスカウントで購入しているのと

同じ経済メカニズムになる。これはお得な制度

だということで、メデイアでは返礼品の豪華な

自治体を取り上げるなど、ふるさと納税が拡大、

没透していく一つのきっかけとなっている。

また、平成27年からiが付金控除の上阪金額が

倍増されたこと（平成26年までは住民税の 1割

が上限であった）や、確定巾告手絣きの簡素化

が導人され、ますます,flj,Uの拡大が見込まれる。

お金が都市部から地方へ巡るという意味では、

地方創生の大きな策としても期待されている。

畜粒家から怪品を買いあげて、返礼品とするが、 2 ふるさと納税をめぐる批判

1万円以上の寄付者に対して寄付金額の平額柑 このように地域活性化に対して効果があると

当の返礼品というのが一般的である。この場合、 思われるふるさと納税だが｀いくつかの批判も

ふるさと納税は単なる寄付行為ではなく、実質 存在する。ひとつは、 n治体での実収入が小さ
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図 1 ふるさと納税の構図（返礼品がある場合）
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いという点だ。返礼品を提供する自治体では、

ふるさと納税の寄付金のおよそ半分は、庭家や

畜産家に流れていき、自治体が得る純粋な税収

は寄付金額の半分となる。自治体側で発生する

ふるさと納税に伴う事務作業経費などを差し引

くと、実質的に自治体に残るお金はもう少し減

る。

次は、税金が補助金化しうるという点である。

極端な例を考えてみる。ある自治体において、

返礼品を提供している農家（企業）は 1軒 (1社）

だけだとする。すると、ふるさと納税で税収が

あるたびに、その半分はこの農家（企業）に柑

ちる。そして、残りの半分が自治体の税収とな

り、地域住民に何らかの形で広く浅く配分され

ていく。ふるさと納税は、ある意味では首都圏

から地方への税収移転なのであるが、税収移転

となっているのは半分で、残り半分は税金が特

定の農家（企業）の売上に化けてしまう。この

ような場合、ふるさと納税は特定の良家や企業

に対する補助金に同じくなる。

これら二つの視点から、返礼品は、ふるさと

納税の本来の趣旨から外れているのではないか

という批判が発生する。実際は、多くの自治体

では、返礼品を提供している農家（企業）は1

社ではない。また、農産物の場合は、地元の良

協の商品が提供されることも少なくないため、

良協に加盟している艮家たちに収益が広く分配

されるという構図となる。ゆえに、それら批判

を少しは緩和できようが、実質的な自治体に入

る税収が半分であることは変わらない。

これに対し、返礼品の提供を是とする主な主

張は、返礼品のほとんどは、各自治体において

自給率の向い特産品が用いられているため、地

域の産業振興につながっており、経済波及効果

をもたらしているというものである。ただし、

これまではその経済波及効果を数値化するとい

う試みはなされていない。この、地域の産業振

興の効果を数値で見ないことには、いつまで経

っても返礼品をめぐる議論は堂々巡りとなって

しまう。

なお、ふるさと納税でもう一つ言われる課題

は、返礼品の豪華さの加熱競争である。返礼品

を豪華にすると、より多くのふるさと納税を調

達することができると予想できる。実際、宮崎

県都城市では、平成26年10月に、納税金額に

対して8割の価値の返礼品を提供すると発表し

たところ、たった2BUUで2,500万円を超えるふ

るさと納税を調達した。また、換金性の高いも

のを返礼品として提供する場合も人気を集める。

毎日新聞平成27年3月6日の記事によると、石

川県加賀市では平成27年2月より DMM.com 

とタイアップし、納税金額の半額相当の砥子マ

ネー (DMMマネー）を返礼品にするという取り

組みを始めたところ、平年実組の約200倍とな
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る約2,000件、約6,500万円の寄付が約3週間で

集まった。このような返礼率競争、および、換

金性の麻いものを提供する事に関しては批判が

多い。特に、換金制が翡いものを返礼品として

提供する場合は、当該自治体の産業振興につな

がらない可能性が嘉いという問題がある。こう

いう状況に対し、総務省では平成27年1月に、

返礼品の価格や返礼品の価格の割合（寄付額の

何パーセント相当など）の表記の自粛と、換金

性の莉いプリペイドカードや、高額または寄付

額に対し返礼割合の高い返礼品の提供の自粛を

自治体に求めた＂。実際、上の加賀市の事例で

は、上の記事によると約100件の立見が殺到し、

批判的な声が多かったということで寵子マネー

の提供は中止に追い込まれている。したがって、

今後は返礼率を表記することは実質的にできな

くなるのと、他に比べて明らかに突出して高い

返礼率であろうものは批判の対象となり、実質

的に現在の業界の暗黙の了解値である寄付金額

に対して半額程度というのが返礼品の価値の落

ち消きどころになると推測される。

3 ふるさと訥税は地域活性化につながるのか

ふるさと納税における返礼品は、マーケティ

ングのコンテクストで考える必要もある。ふる

さと納税は、自治体にしてみると自らの地域

を納税者に買ってもらう行為に近い。マーケテ

ィングの世界では、商品販売から購入までの

流れを説明する際に、よく AIDAモデルが登場

する。例えば、まずは、テレピCMでAKB48が

登場することで、視聴者の注意を引く行為

(Attention)。次に個別商品（たとえば携帯龍話）

に対しての興味を持ってもらう {Interest)、その

上で賠入したいと思わせて (Desire)、最後は実

際の購入という行為を取ってもらう (Action)。

ふるさと納税における魅力的な特産品は、この
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AIDAモデルにおけるAttentionの役割を担って

いると考えられる。ふるさと納税を行っている

自治体は 1,700以上も存在する。しかも、大多数

の自治体は知名度が低い。そうすると、あの手

この手の知恵を絞って特産品で注意を引く

(Attention)ことを頑張るのは自然な流れであ

り、ビジネス的に考えると通常の行為である。

どんな商品でも、購入してもらうには宜伝、

広告活動が欠かせない。それら宜伝、広告活動

には費用がかかり、通常は広告代理店に費用と

して払う。また、商品を販売するに当たっては

販売代理店を通すこともある。その場合は、阪

光代理店に売り上げの半分ほどを持って行かれ

ることが多い。ふるさと納税の場合、特産品を

提供している農家（企業）は、この通常の商品

販売で言うところの宜伝、広告機能と、販光代

理機能の二つを担っていると考えられる。「この

返礼品があるからこそ、この自治体にふるさと

納税を実施したい」という人が多い現状からは、

その返礼品がなかりせば、ふるさと納税者たち

は別の自治体に寄付をしてしまう。したがって、

返礼品を提供する農家（企業）は、自治体の代

わりにふるさと納税をアピール、販売をし、 1万

円が入ってきたら広告対価や販売代理手数料と

して5,000円をもらっている、そのように考え

ることができる。ふるさと納税のうち、半分を

彼らに持って行かれるのではなく、彼ら返礼品

提供者の存在がなければ、そもそも 1万円のふ

るさと納税はその自治体にやってこない可能性

が高い。

また、ふるさと納税（返礼品）で知名度が上

昇し、その自治体への肪問者が増えるなどの副

次的効果がある場合は、ふるさと納税（返礼品）

は2つの意味でマーケティング効果があると言

えるであろう。



4 本繭文での調査内容

以上のような、ふるさと納税における返礼品

の是非をめぐる議論と地域活性化の貢献を整理

するため、北海道上士幌町と北海道東川町の事

例をもとに、ふるさと納税の地域経済への波及

効果と交流人口増加の状況を調査した。上士幌

町は20i4年にふるさと納税で集めた金額が日本

で3番目に多い自治体である。また東川町は、

ふるさと納税を地域活性化に生かした好事例で

あり、全国の自治体からたくさんの視察がある。

5 ふるさと納税による地域経済への波及効果

経済波及効呆の算出においては、上士幌町に

協力をいただいた。上士幌町はメデイア露出も

多いことから、メデイア露出効果の経済価値も

推計した。さらに、同町では、ふるさと納税に

よって観光客増が発生していると見込まれるこ

とから、観光客増分の観光消費額も推計した。

上士幌町のふるさと納税による調達金額は平成

26年庇で約10低円であり、日本で3位であった。

そのように調述金額が多い地域での経済波及効

果の確認は、ふるさと納税制度の意義を確認す

るために煎要だと考える。特に、服用面でのプ

ラス効果、そして、ふるさと納税をきっかけと

した観光客の増加の効果が今後顕在化してくれ

ば、その存在意義はより可視化されよう。

推計結果は、 10低円の調達金額に対して、経

済波及効果は周辺地域への効果も含めて約12.2

低円、．周辺城内GDPを約6.6低円押し上げ、 Jid

用者誘発人数は82人と試算された。また、 1年

間を通じたメデイア露出の経済価値は最大で約

10.4低円とat葬された。加えて、ふるさと納税
をきっかけとした観光客増も存在すると予測さ

れるが、その観光消費額は約1.800万円と試鉢し

た。具体的な中身は以下のとおりである。

試坑は、北海道上士幌町より関連データの提

27 

供を受けて、北海道経済部経済企画室が提供し

ている経済波及効果分析支援ツールの十勝圏版

を用いて経済波及効果を推計した。同ツールは、

北海道開発局「平成17年北海道内地域経済圃産

業述関表」65部門表を用いている。平成26年度に

上士幌町がふるさと納税で調述した約 10似IIJ

を、上士視町へのヒアリングをもとに、それら

65部門に振り分け、同ツールの十勝圏における

前提条件をそのまま上士説町に適用して計算し

た。町による約 10低円の支出による直接効果、

1次生産誘発効果、 2次生産誘発効果を計鉢し、

その合計値を経済波及効果（生産誘発額）とし

た2)。結果、 10億円の調述金額に対して、経済

波及効果は12.2低円、域内GDPを6.6低円押し

上げ、羅用者誘発人数は82人と試算された。た

だし、一つ留意が必要な点は、計算に必要な各

産業での自給率（域内調遠率）、投入係数表叫

逆行列係数表 ,lJの数値は十勝謡のものを、また、

消費性向の数佃は北海道のもの5)を用いている

ことである。上士親町は十勝圃内に属するもの

の、それら数値は十勝圏全体あるいは北海道全

体の数値とは異なることが予想される。特に自

給率に関しては、経済圏の規模の小ささゆえに

より全体的に低い数値になることが想像される。

したがって、今回試算した経済波及効果はあく

までも理論的な最大値、あるいは、経済波及効

果を上士幌町に限定せず、十勝圏全体への波及

効果とした場合の数値として理解する必要があ

~ 
, ..Jo 

加えて、嵐用者誘発人数に関しては、実体経

済においては生産に増減があっても、それがそ

のまま直接羅用の増減に結ぴつくわけではない

点にも注意する必要がある。今回の上士親町や

同町で返礼品を提供している事業者へのヒアリ

ングでも、嵐用増あるいは新たな設備投資の滸

在的需要は現場で確認できるものの、ふるさと
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納税の制度の持続性に自信が持てず、新規羅用

や股備投資に踏み切りにくいという実態も確認

することができた。よって、今I目試算した経済

効果は、あくまでも理論値であり、それを具現

化するには制度をある程度恒久的なものとして

定芍させる必要がある。人口が5.000人に満た

ない町において、数十人規模で屈用を削出しう

ることの効果は非常に大きい。

なお、上士幌町のふるさと納税に関する取り

組みは、これまでに数多くのメデイアに取り上

げられている。今後町を発展させていくために

は、町の全国的な知名度向上は非常に重要であ

ると考えられるため、今回、メディア露出効果

の経済価値も別途試算した。具体的には、上士

幌町が把握している平成26年度にメデイアに取

り上げられた媒体の情報をリストとして提供し

てもらい、それら各媒体に広告出稿をしたなら

ばかかる費川を推計し、その合計値を経済価値

とした。ただし、各媒体の広告出稿費用につい

ては、公表されているものが非常に限定されて

いるため、放送、新聞、広告業界の関係者に一

般論としてヒアリングを行い、概葬として計算

した。枯果は、テレピ・ラジオで約9.8低円、新

冊雑誌で約6.300万円、ウェプメデイアで約300

万円 6)、合計約 10.4億円となった。テレビ・ラ

ジオの金額が大きくなっているが、全国ネット

の人気テレビ番組 7)で長い尺分数をかけて何度

か取り上げられたことの影響が大きい。なお、

メデイア報道によってふるさと納税の金額が押

し上げられていると考えられることから、メデ

ィア報逍の経済価値は、一部は上で試算したふ

るさと納税の経済波及効果に反映されていると

考えられる。よって、経済波及効果とメデイア

露出の経済価値には重複部分が存在する点は留

慈が必要である。

また、上士幌町では、平成27年 1月末に「ふ

るさと納税大感謝祭in東京」というイペントを

開他し、首都園在住の上士幌町へのふるさと納

税者との交流の機会を設けた 8)0 .L: 士幌町では、

このイベントの開他案内を、平成26年12月に

東京、神奈川、埼玉、千葉在住のふるさと納税

者に郵送し、参加希望者は同封された申し込み

業杏を上士幌町に返送するというプロセスをと

った。 5255人への郵送に対し、 1.824名からの

参加申込の回答があった。その参加申込嘗に同

封されたアンケート結果によると（表 1)、感謝

祭への参加希望者のうち約7割の人たちが上士

幌町への観光に関心を持っていることが判明し

ている。アンケート回答者はすべて感謝祭への

参加希望者であったため、もともと上士幌町へ

の関心度合いの高い人たちに偏ったアンケート

結果ではあるが、今後の交流人口の増加に期待

が持てる結果である。

したがって、ふるさと納税は自治体への観光

客の押し上げ効果が期待される。そこで、ふる

さと納税をきっかけとした観光客の増加による、

観光消翡額も別途計葬した。同町へのヒアリン

グをもとに、年間1.200人の観光客の増加、うち、

13.4%を道外客 (1泊宿泊と想定）、残りを日帰

表 1 上士幌町へのふるさと納税者が上士幌町に関して関心を持っていること（複数回答可）

栢らし 子＃て・教行医療•福祉 観光 生活体験 仕事・求人 特産品 ふるさと納税

人数 332 98 73 1,274 262 44 

割介 18.2% 5.4% 4.0% 69.8% 14.4% 2.4% 

注： a1PJ合は、回答人数1.824名に占める割合。

m; 所：上士幌町が2014年12月に実施したアンケートデータをもとに抒者作成。
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1.351 

74.1% 

1.036 

56.8% 



り道内客と想定した 9)。観光消費額の金額は、北

海道観光産業経済効果調査委貝会のもの（平成

23年3月）を使用したが、上士幌町の面積は北

海道のそれに比べると非営に小さいため、道外

客の消費金額をそのまま適用すると大きくなり

すぎると思われる。そこで、道外客の消費金額

は道内客の宿泊客と同じ金額を適用した。計算

結果は、ふるさと納税をきっかけとして上士幌

町で増加した観光客による観光消費額は約1.800

万円であった。

以上の試算からは、ふるさと納税は一定の経

済効果を地域で生み出していることが推察でき

る。一方で、国全体での効率的な税金の使い道

としてふるさと納税が適切かどうかに関しては、

別途議論の余地があろう。今回の試算では、北

海道上士幌町では10低円の徴税に対して12.2低

円の経済波及効果と 82人の羅用者誘発人数とな

ったが、この10億円は、もともとは別の自治体

の住民税であり、それら自治体で住民税として

納められていた場合の経済波及効果と比較して、

どちらがより甜い経済効果をもたらすかを比較

検討してみる必要も本来はある。ただ、ふるさ

と納税は、我が国で唯一納税者が納税先とその

使途を指定できる税金であり、納税者の納税意

識と納税先に対するモニタリング意識の為まり

には貢献することが考えられる。それらを通じ

て、税金を使う側の自治体もより効果的に税金

を使おうと意識を変えざるを得なくなると考え

られ、その意味ではふるさと納税を通じて国全

体としてより効率的な税金の使用の意識が高ま

るという副次的効果は期待できよう。また、寄

付金控除において、 2.000円は控除対象外である

ため、国全体としては納税金額が大きくなると

いう効果もふるさと納税は持ち合わせている。

それらをも勘案して、経済波及効果等の観点も

含め、ふるさと納税に関しては今後健全な議論
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がなされていくべきだと考える。

6 ふるさと納税による地域交流の効果

継続的に安定的に資金調達を行うために、自

治体はふるさと納税者にリピーターとなっても

らい、今後の町の発展を支えてもらいたいと考

えているはずである。また、上士幌町、東川町

ともに、町長はこのふるさと納税をきっかけと

して、交流人口を増やしたい、納税者に町を訪

間してほしいと口をそろえる。そこで、ふるさ

と納税が地域交流に与えうる可能性を見ておく。

北海道東川町では平成25年9月にふるさと納

税者に対しての主にきっかけや動機について調

査するためにアンケートを実施している。平成

25年9月13日に 1.850人に発送し、回答期限を

2013年9月末とした。同年10月7日にアンケー

トの回答を取りまとめ、合計で823人から回答

があった（回収率は44.5%)。今回の分析のため

に、同町よりアンケート結果のデータを提供し

ていただいた 10)0 

アンケート結果の詳細は別の機会に報告する

が、ここでは1点報告しておくと、アンケート

には、今後町に訪問したいかどうかという項目

が含まれていた。その質問に対して、本州在住

者をサンプルとした回答結果は表2のとおりで

ある。東川町への居住歴、訪問歴のなかった本

州在住者でも、12.6%は納税後町を訪l開しており、

63.0%は今後町を訪問したいと考えている。ふる

さと納税者は、お金の提供だけでなくリアルな

交流を求めていることがうかがえる。したがっ

て、自治体による交流施策の有無がリピーター

の確保につながると考えられる。これは、企業

での株主総会やIR活動、あるいは自社工場見学

等と同じような効果があると考えられる。

また、東川町ではふるさと納税をした人に対

していくつかの優待制度を設けており、その一
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表2 ふるさと納税を納めて以降の東川町
への訪問歴、あるいは防問希望

本州在住者
居住歴無 居住歴無

肪fUJ歴無 肪IUJ歴有
'""'●'""● "'● "●● ",. . .., ●● "'● ,. ... ,, 一l●9

訪IIIJした 12.6% 52.8% 
今後5年以内に訪問したい 63.0% 41.6% 
当面曲問する予定はない 24.4% 5.6% 
不明 0.4% O.OC?-6 
（回答者数） 263 161 
出所：東川町のデータをもとに著者作成。

つは東川町役場に隣接する「ふるさと交流セン

ター」という場所での無料での宿泊である。こ

の「ふるさと交流七ンター」の無料宿泊利用は、

平成26年度で延べ約300泊、約 100件の利用が

あった。東川町の人口は8,000人であり、その規

模の自治体では少なからぬインパクトである。

ふるさと納税者に対して、このように無料宿泊

施股を提供するという取り組みは、著者の知る

限り他の自治体ではなく、交流人口の増加とい

う意味で注目すべきである。なお、東川町では、

ふるさと納税をしてくれた人向けの農場という

ものも存在する。これは、ふるさと納税とは別

に年fllfI万円あるいは1.5万円を支払うことで、

ふるさと納税をした人たちは東川町産の呉産物

を別途受け取ることができる。また、東川町で

のふるさと納税の使い道の1つは、植林植樹を

行うことであるが、これは地元民がふるさと納

税をしてくれた人達と一緒に行うという事業に

なっている。本州からやってくる人に対しては

一部交通費の補助も行っている。このように東

川町では、ふるさと納税を交流人口の増加に結

ぴつけている好事例と言えよう。

7 まとめ

今回は、北海逍上士幌町および北海道東M町

の事例をもとに、ふるさと納税が地域経済に与

える影響について調査を行った。上士幌町の事
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例からは地域の羅用を増加させる潜在力をふる

さと納税が持っているということがわかり、東

川町の事例からは地域の交流人口の増加にふる

さと納税が役立ちうるということがわかった。

北海道東川町も上士幌町も有名な観光名所を抱

える町ではない。にもかかわらず、町を訪問し

たい、姐光に行きたいと思う人たちが少なから

ず存在するということは、納税をして返礼品を

受け取ればl関係はおしまいというのではなく、

むしろふるさと納税は納税者と自治体との関係

を開始するポイントであり、関係が深まればそ

れら納税者がクチコミで次の納税者を呼んでく

るというスパイラルが形成されよう。交流の機

会を提供することは重要だということがわかる。

地域活性化のためにはヒト、モノ、カネの循

環が重要であるが、現状、ふるさと納税はカネ

とモノの循環への貢献度が麻い。次に取り組む

べきは雁用の創出と人の循環（交流人口の増加）

であり、ここにどれほどインパクトを与えられ

るかが、今後ふるさと納税が存在意義を高めて

いく上で重要である。
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（注）

I)「平成27年度の地方税制改正・地方税務行政の

遥営に当たっての留迂事項等」（平成27年1月23

日発表報道資料）。

2)たとえば、上士説町がお礼の品として十勝ナイ

タイ和牛肉を 1万円分購入する場合、 1万円は直

接効果だが、その肉を作るのに必要な鉗科や肥科

の生産も必要となり、 1次生産誘発効果が発生す

る。そして、直接効果と 1次生産誘発効果によっ

て発生する羅用者所得の増加の一部が梢費に回さ

れることで、さらに各産業の生産を誘発し、これ

が2次生産誘発効果となる。

3)ある産業で、生産物を 1単位生産するのに必要

な各産業からの原材科などの投入割合を示す係

数。

4)ある産業に 1単位の需要が生じる際に、直接・

圃接の波及効果により、各産業の生産が何単位誘

発されるかを示す係数。

5)総務省「家計調査」のデータ。

6)ただし、ウェブメデイアにはふるさと納税のポー

タルサイトでの紹介や掲戟は含まず、報道ペース

のみとした。

7) TBS「中届正広の金曜日のスマたちへ」、 NHK

「クローズアップ現代」等。テレピでとりあげら

れた回数は地方局の番組も合わせると 50回を超

えた。

8)参加費は無料で、内容としては、町のPR、説明、

お礼の品で提供される特産品の試食会、その他町

の特産品の販売会などであった。

9)ふるさと納税でのメデイア露出で取り上げられ

た町の店舗へのヒアリングなどを通じて、著者が

独自に想定。なお、上士幌町のデータによると、

同町の観光客入込数は、平成25年度は32.4万人

（うち日帰り客が86.6%、宿泊客が13.4%。なお、

道内外の内訳は、道内客が72.6%、道外客が27.4%)

である。

31 

10)個人情報が特定されるような情報は含まれて

いない。
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